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４．住宅施策の動向 

本章においては、近年における国の住宅施策の動向について整理するとともに、東京都及び本

市の住宅施策及びまちづくり施策等に関する既定計画について整理する。 

まず、住宅施策全般に関係する国の上位計画としては、住生活基本法第 15条の規定に基づき、

住生活基本計画(全国計画)が策定されている。 

また、公営住宅に関するものとしては、社会資本整備審議会住宅宅地分科会において、平成 18

年 8月に「今後の公的賃貸住宅制度等のあり方に関する建議」が取りまとめられている。 

東京都の住宅施策に関する計画としては、平成 23 年度に「東京都住宅マスタープラン」が策

定されている。 

本市の上位計画としては、地方自治法に基づく自治体総合計画として「第 5次日野市基本構想・

基本計画」がある。 

以下に、それぞれの計画の関連性を示すとともに、次頁以降では各計画の概要について整理す

る。 
 

 

図 4-1 住宅施策に関する上位計画等の関係 

住生活基本計画（全国計画） 

（変更年次：平成 23年） 

（計画期間：平成 23～32年度） 

 

今後の公的賃貸住宅制度等のあり方に関

する建議 

（策定年次：平成 18年） 

 

東京都住宅マスタープラン基本計画 

（計画期間：平成 23～32年度） 

 

地域住宅計画 

（計画年次：平成 22～27年度） 

 

第 5次日野市基本構想・基本計画 

（計画期間：平成 23～32年度） 

日野市まちづくりマスタープラン 

（計画年次：平成 32年） 

 

日野市高齢者福祉総合計画 

（計画期間：平成 24～26年度） 

 

障害者保健福祉ひの 6か年プラン 

（障害者計画） 

（計画期間：平成 24～29年度） 

 
第 3期日野市障害福祉計画 

（障害福祉計画） 

（計画期間：平成 24～26年度） 

 

第 4 次日野市行財政改革大綱 

（計画期間：平成 23～28年度） 
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４－１．国の住宅施策の動向 

（１）住生活基本計画 

平成 18年 6月 8日、住生活基本法、住生活基本法施行令及び住生活基本法施行規則が公布･

施行された。 

この法律は、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、基本となる事項を

規定するもので、「住生活の基盤となるための良質な住宅の供給」等、４つの基本理念を定め、

国、地方公共団体、住宅関連事業者、居住者等、関係者それぞれの責務を定めている。 

また、「住生活基本計画」として国は全国計画を策定しており、平成 23 年度～平成 32 年度

の 10年間を計画期間とする新たな「住生活基本計画（全国計画）」が平成 23年 3月 15日に閣

議決定された。 

計画では、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する目標を設定し、成果目標として、新

築住宅の耐震化率、バリアフリー化率、省エネ率、住宅性能表示実施率などを位置づけること

とされている。 

 

表 4-1 住生活基本法の概要 

趣旨 国民の豊かな住生活の実現を図るため、住生活の安定の確保及び向上

の促進に関する施策について、その基本理念、国等の責務、住生活基

本計画その他の基本となる事項について定める。 

目的 国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、基

本理念を定め、国及び地方公共団体並びに住宅関連事業者の責務を明

らかにするとともに、住生活基本計画その他の基本となる事項を定め

ることにより、当該施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民生

活の安定向上と社会福祉の増進を図るとともに、国民経済の健全な発

展に寄与することを目的とする。 

基本理念 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の推進に関する基本

理念を定める。 

責務等 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の推進に関する基本

理念にのっとった国及び地方公共団体並びに住宅関連事業者の責務等

を定める。 

基本的施策 国及び地方公共団体は、住生活の安定の確保及び向上の促進のために

必要な施策を講ずるものとする。 

住生活基本計画 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の総合的かつ計画

的な推進を図るため、政府は全国計画を、都道府県は全国計画に即し

て都道府県計画を定めるものとする。  

 国土交通大臣は、行政機関が行う政策の評価に関する法律の基本計画

に定める政策として、全国計画を定めなければならないこと等を定め

る。 
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次に、国の住生活基本計画の概要について示す。 

 

「住生活基本計画(全国計画)」 は、住生活基本法第 15条の規定に基づき策定されたもので

あり、基本的方向として、ストック重視、市場重視、福祉･まちづくり等の他の行政分野との

連携、地域の実情を踏まえたきめ細かな対応が挙げられている。 

また、この内、公的賃貸住宅制度については、社会資本整備審議会から、公的賃貸住宅制度

のあり方に関する基本的方向が示されている。 

 

表 4-2 住生活基本計画の概要 
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（２）今後の公的賃貸住宅制度等のあり方に関する建議 

平成 18 年に発表された「今後の公的賃貸住宅制度等のあり方に関する建議」は、自力で適

正な居住水準の住宅を確保できない者の居住の安定確保及び市場において十分な量が確保さ

れない賃貸住宅の供給について、住宅セーフティネットとして、賃貸住宅市場全体を視野に入

れた施策の再構築の基本的な方向を示したものである。 

表 4-3 今後の公的賃貸住宅制度等のあり方に関する建議の概要 
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４－２．東京都の住宅施策の動向 

（１）東京都住宅マスタープラン 

東京都は、1991年（平成 3年度）に東京都住宅マスタープランを策定以来、５年ごとに改訂

しながら住宅施策を展開し、平成 24年 3 月に「東京都住宅マスタープラン」を 5 年ぶりに一

新した。 

この住宅マスタープランは平成 23 年度から平成 32 年度までの 10 年間を計画期間とし、住

生活基本法に基づく住生活基本計画(都道府県計画)としての性格をあわせ持っている。 

2007 年（平成 19 年）3 月に定めた「第 4 次東京都住宅マスタープラン 2006－2015」に基

づき、市場の活用やストックの活用を重視した住宅政策を進めてきた。その後も、少子高齢化

の一層の進行、世帯規模の縮小と単身世帯の増加、住宅総数及び空き家数の増加、先行きの見

えない経済状況、老朽化したマンションの増加、地球温暖化・ヒートアイランド現象の顕在化、

災害時における都市の脆弱性の顕著化など、様々な問題を抱えている。 

今後 10 年間の都の住宅政策においては、以下の 4 つの視点を重視して、必要な施策を重点

的に実施していくこととしている。 

 

【今後 10年間において重視する視点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、同プランでは、住生活基本法第１７条第２項第六号に基づく住宅の供給等及び住宅地

の供給を重点的に図るべき地域として、多摩部では、安全で快適な住環境の創出、維持・向上、

住宅の建替え、供給等に関する制度・事業を実施または実施の見込みの高い地域について、重

点供給地域として指定している。日野市では下記の地域が指定されている。 

 

【日野市の重点供給地域】 

NO 重点供給地域の名称 面積(ha) 主な計画・整備手法 

日.1 多摩平地区 47 公営住宅建替事業（完了） 

機構住宅団地再生事業（事業中） 

地区計画（決定済） 

日.2 万願寺地区 47 土地区画整理事業（一部完了） 

地区計画（決定済） 

日.3 西平山地区 92 土地区画整理事業（事業中） 

地区計画（決定済） 

日.4 東町地区 35 土地区画整理事業（事業中） 

地区計画（決定済） 

日.5 豊田南地区 87 土地区画整理事業（事業中） 

地区計画（決定済） 

①高度な安全性を備えた市街地の構成要素としての住宅や、地域・社会の中で生活を支える居

住の実現 

②既存ストックが抱える課題解決のための適切な対策と既存ストックの有効活用による質の

高い住生活の実現 

③都民の多様なニーズへの対応など、公民の連携による市場機能の充実・強化 

④多様な主体・分野との連携による様々な世帯に適切に対応できる住宅セーフティネット機能

の再構築 
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日.6 川辺堀之内地区 22 土地区画整理事業（事業中） 

地区計画 

日.7 万願寺第三地区 83 土地区画整理事業 

地区計画（一部決定済） 

日.8 日野台一丁目地区 10 土地区画整理事業 

地区計画 

日.9 日野台二丁目地区 7 地区計画（一部決定済） 

日.10 新町一・二・三丁目地区 16 土地区画整理事業 

地区計画 

日.11 落川地区（その２） 2 土地区画整理事業（事業中） 

地区計画（決定済） 

日.12 日野バイパス・市役所通り沿道

地区 

15 「東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震

化を推進する条例」 

日.13 甲州街道沿道（日野市）地区 29 「東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震

化を推進する条例」 

日.14 川崎街道沿道（日野市）地区 33 「東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震

化を推進する条例」 

日.15 北野街道沿道（日野市）地区 21 「東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震

化を推進する条例」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）第 2期東京都地域住宅計画（平成 25年 5月） 

地域住宅計画は、平成 17 年 6 月に制定された「地域における多様な需要に応じた公的賃貸

住宅等の整備等に関する特別措置法」に基づき、地域住宅交付金の活用を図るために作成する

ものである。平成 22 年度からは、社会資本整備総合交付金（地域住宅計画に基づく事業）と

して活用している。 

東京都は、「第２期東京都地域住宅計画」を 23区、24市、5町及び 6村と共同で作成してお

り、民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業に関する事項の変更等に伴い、第２期

東京都地域住宅計画の変更を行っている。 
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【計画年次】 

 平成２２年から平成２７年までの５年間 

【計画の目標】 

・良質な住宅ストック及び住宅市街地を形成するとともに、透明で競争性の高い住宅市場を構

築し、都民のニーズに適した住宅選択が実現できるようにする。 

・公営住宅を始め、民間住宅も含めた住宅全体のセーフティネット機能を向上し、都民の居住

の安定を確保する。 

 

【目標を定量化する指針等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【日野市での事業経費】 

事業 工期対象事業費 

（百万円） 

備考 

高齢者向け優良賃貸住宅等整備事業 3 17戸 

公営住宅等ストック総合改善事業 68  

公的賃貸住宅家賃低廉化事業 21  

災害に強い住宅・まちづくり推進事業 

・民間住宅耐震改修等助成事業 

 

12 

 

循環型住まいづくり推進事業 

・屋上緑化、雨水利用、太陽光発電等設

備設置等助成事業 

 

 

39 

 

高齢者・障害者等安心居住推進事業 

・地域優良賃貸住宅等調査 

 

2 

 

その他地域の住宅政策に資する事業 

・住宅政策に関する実態調査 

 

7 

 

（関連事業） 

住宅・建築物安全ストック形成事業 

 診断、改修、その他 
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４－３．日野市の既定計画 

（１）第 5次 日野市基本構想・基本計画 2020プラン 

日野市のまちづくり全般に関する上位計画としては、地方自治法に基づく自治体総合計画と

して「第 5次日野市基本構想・基本計画」が平成 22年度に策定されており、平成 32年度を目

標年次とした行政運営の指針が定められている。 

 

表 4-4 第 5 次日野市基本構想・基本計画の概要 

【住宅に関係する施策と主な事業】 

基本施策名：109 行政財産の適正な管理と普通財産の有効活用 

財産管理課 土地活用推進室 

■めざすまちの姿 

●公営住宅をはじめ、市庁舎、小中学校、図書館等の「資産」としての行政財産が長期的な

視点に立ち、将来世代に負担を残さないよう、計画的かう適正な維持管理が行われていま

す。 

●当初の取得目的を失った土地は売却処分、利用予定が当面ない土地については貸し付け等

を行うなど、適正な計画に基づいて土地が有効利用されています。 

①公有財産管理支

援システムの充

実 

・財産管理業務上、最も基本的な「台帳」の正確性を期するため、財産数量等

の変更、改廃のデータを、確実に「市有財産台帳」に反映されていくためのシ

ステムを充実させます。 

③公共施設の適切

な管理 

・公共施設の効率的かつ経済的な維持管理は、ライフサイクルコストを充分考

慮して、計画的に実施する必要があります。今後、建替・修繕計画を策定し、

最適な時期、規模による投資を行い、適切に管理を行います。 

・市営住宅については、真に住宅を必要としている市民に適正に供給できるよ

う努めます。 

④売却可能な普通

財産の売却と有

効活用 

・普通財産の現況調査を行い、利用目的を失った売却可能な土地は売却し、

利用予定が当面ない土地については、貸し付け等により有効活用します。 

・廃水路敷、廃道敷の現況調査を実施し、本来の目的を失っている土地につい

ては、市が土地所有者に対して働きかけをし、売却を進めていきます。 

基本施策名：701 将来を見据えた都市環境づくり 

都市計画課 区画整理課 建築指導課 財産管理課 

②魅力ある住環境

の形成 

・少子高齢化に対応したまちづくりを進めるため、三世代居住や多世代混住

（ソーシャルミックス）を促進し、世代バランスのとれたまちづくりを進めます。 

・住宅需要の低下に伴う量的充足や厳しい財政状況を踏まえ、既存ストックを

有効活用し、市営住宅の長寿命化、民間住宅の改善、中古住宅の流通促進

などを進めます。 

・公園と緑地の都市計画決定、民有緑地の特別緑地保全地区指定、生産緑地

の追加指定などにより、自然資源や農地の維持・保全に努めます。 

・大規模な開発等の際の周辺への配慮、地区計画による敷地の緑化率の設

定や接道部の緑化など、良好な景観と緑の感じられる街並みに配慮したまち

づくりを誘導します。 

・敷地の緑化率の設定を設けるなど、緑の感じられる街並みに配慮した地区

計画を誘導します。 

・ユニバーサルデザインに十分配慮した建築物、公共施設整備を実施します。 
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・地区の特性や資源（自然資源や観光資源など）を活用し、周辺と一体となっ

たまちづくりを実現します。 

④土地区画整理事

業の推進 

・さらに住みよいまちづくりをめざし、道路整備、狭あい道路の解消、下水道整

備、密集市街地の解消のため、市施行４地区及び組合施行２地区の整備事

業を進めます。 

・それぞれの地区特性（農地・水辺・モノレール・駅前周辺）に配慮しながら事

業を進めるとともに、財政状況に応じた事業計画の見直しを行っていきます。 

・事業の進捗によって整備される大規模公園については、市民とともに利用し

やすい公園づくりについて考えていきます。 

・今後新規地区における土地区画整理事業は、地区の状況や地元権利者の

意向、財政面での考慮を踏まえた上で検討を進めます。 

 

 

（２）第 4 次日野市行財政改革大綱 

「第 4次日野市行財政改革大綱」は、持続可能な「夢のまち日野」の実現を目指し、市民と

協働して策定されている。 

 行革大綱実施計画では、改革項目として 470項目を掲げており、「5.将来を見据えた公共施

設の配置と更新」において公営住宅の考え方が示されている。 

 

表 4-5 第 4 次日野市行財政改革大綱の概要 

 

5 将来を見据えた公共施設の配置と更新 

項  目 改革・改善の内容 

①公共施設のあり方の検討 ｄ 住宅の直接提供から間接支援、民業優先の考え 

方などを踏まえ、老朽化した市営住宅（城址ヶ丘 

団地、長山団地）の廃止も含めた今後のあり方を 

検討する 

ｆ 借上公共賃貸住宅(市民住宅「かしの木ハイ 

ツ」)は、一括借上げ契約の満了に伴い、オーナー 

にスムーズに返還する 

・平成 24 年度：第 1 かしの木ハイツ返還 

・平成 25 年度：第 2 かしの木ハイツ返還 

・平成 27 年度：第 3 かしの木ハイツ返還 

・平成 28 年度：第 4 かしの木ハイツ返還 
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（３）日野市まちづくりマスタープラン 

「日野市まちづくりマスタープラン」では、まちづくりの基本方針の 1 つとして、「日野の

暮らしの舞台を支えるまちをつくる」を掲げ、心地よく、住み続けられる住まいづくりを進め

るため、まちづくり基本計画を定めている。 

表 4-6 日野市まちづくりマスタープランの概要 

【住宅に関係する施策と主な事業】 

(1) 成熟した住まいに
磨きをかける 

住と工が共存した住ま
いをつくる 

 日野の産業を支えてきた工場と、家族の安らぎの場である住ま

いが共存していくために、工業地域及び準工業地域及びその周

辺部において、企業及び住民の合意に基づくルールを定め、住

工共存のまちづくりを進めていきます。 

密集した住宅地の改善
による安全・安心な住ま
いをつくる 

 狭小な宅地が密集し、加えて狭あい道路や行き止まり道路が多

く、防災上危険な市街地では、老朽住宅の建替えと不燃化の推

進、セットバックや建築物の共同化によるオープンスペースの

確保、避難路となる生活道路等の整備を進めていきます。 

集まって住むことの楽
しさを享受できる住ま
いをつくる 

 計画的に建設された一団の中高層住宅団地については、居住者

を第一に考え、東京都、東京都住宅供給公社、都市基盤整備公

団等の関係機関と調整・連携しながら、地域の緑のオアシスと

なり、団地内居住者のみならず地域住民へも開かれた、コミュ

ニティ活動の拠点となる住宅団地の形成を図ります。 

 建替えにあたっては、施設の老朽化、高齢者世帯の増加等を勘

案し、単一コミュニティが形成されないよう多様な世帯が住ま

うことのできる、新たな社会・地域のニーズに対応した住宅団

地として再整備していきます。 

 低層住宅地内に立地する住宅団地については、周辺の低層の住

環境と調和した良好な住宅市街地の形成に寄与するようにしま

す。 

 丘陵部などに立地する住宅団地については、高齢社会や環境負

荷の軽減となるコンパクトな市街地形成の観点から、駅周辺市

街地への立地誘導を検討していきます。 

 立地誘導が困難な場合には、周辺の自然環境への影響が少なく、

良好なスカイラインを有し、周辺の住環境と調和した住宅市街

地の形成に寄与するような建替えを誘導していきます。 

(2) 孫が住みたいと思
う環境をつくりあ
げる 

暮らしやすい住まいを
つくりあげる 

 高齢者が子どもや孫の世代と、農村風景や自然環境の残ってい

る住み慣れた地域に住み続けることができるよう、現道を活か

した土地区画整理事業を進め、生活道路の整備と下水道整備を

あわせて進めていきます。 

 それぞれの地域の特徴を活かしたまちづくりを進めていくた

め、地区計画についても積極的に活用し、地域の秩序あるまち

づくりを進めていきます。 

(3) 安心して住み続け
られる住まいをつ
くりあげる 

水害に強い住まいをつ
くりあげる 

 総合的な治水の観点から、水辺環境に配慮した河川整備による

流下量の確保と、樹林地や農地の保全や宅地内緑化による保水

機能の維持、道路などの透水性舗装の推進や雨水浸透マスの設

置推進など雨水流出量の抑制を進めていきます。 

地震災害に強い住まい
をつくりあげる 

 建築物の耐震性・耐火性の向上を推進するとともに、一時避難

場所の確保や広域避難場所、又それに資する公園を防災拠点と

して機能強化を図るとともに、災害時の避難路や物資輸送路な

どの防災空間となる道路ネットワークの整備を進めていきま

す。 

 木造住宅が密集し、狭あい道路が多く存在する密集市街地の改

善や、電気・ガス・水道などのライフラインの強化を進めてい

きます。 

防犯性の高い住まいを
つくりあげる 

 公共公益施設や道路、公園などを整備する際に、犯罪が起こる

環境に着目し、そこにある犯罪要因を除去するなど、防犯の視

点を取り入れた施設整備を行っていきます。 

(4) 日野の自然環境の 環境負荷の少ない都市  大規模団地の建替えや、住環境向上のための都市基盤整備や改
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保全・継承を基本と
した都市基盤整備
を進める 

基盤整備を進める 修にあたっては、環境負荷の軽減、周辺環境との調和、居住環

境の健康・快適性を基本とした技術の導入を推進していきます。 

 環境負荷の小さな交通を中心としたコンパクトな生活空間の形

成を進め、資源無制約のまちづくりから、循環型のまちづくり

への転換を、市民・企業・行政の協働で進めていきます。 

(5) 終の住まいとして
の仕組みをつくり
あげる 

市内で住み替えができ
るような多様な住まい
をつくりあげる 

 高齢者が安心して住み続けられる住宅・住環境を整備するとと

もに、多様な年齢層が日野市内で住み替えができるよう、多様

なライフステージに対応した住宅供給を推進します。特に若年

ファミリー層の持ち家取得のための支援・誘導策を検討してい

きます。 

年をとっても、日野に住
み続けられるシステム
を構築する 

 高齢期を迎えても日野に住み続けることができるよう、高齢者

が住んでいる住宅・土地等の資産を担保にして、生活費や介護

費等を金融機関や自治体から融資を受け、死亡後、担保となっ

た住宅・土地等を売却して精算するリバース・モーゲージ（逆

住宅・土地ローン）制度の検討を行っていきます。 

 

 

（４）福祉施策に関する既定計画 

その他、本計画に関連する計画としては、日野市高齢者総合福祉計画、障害者保健福祉ひの 6

か年プラン（障害者計画）、第 3期日野市障害福祉計画（障害福祉計画）がある。 

 

 

表 4-7 日野市高齢者総合福祉計画の概要 

 

【住宅に関係する施策と主な事業】 

第６章 安心して暮らせる居住の確保（日野市高齢者居住安定確保計画） 

 ◆日野市高齢者居住安定確保計画 

【計画年次】 

   日野市高齢者福祉総合計画にあわせ、平成24 年度から平成26 年度 

【計画の目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推進施策】 

  ・市内における高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標 

  ・高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の促進に関する事項 

  ・高齢者に適した良好な居住環境を有する住宅の整備の促進に関する事項 

 ・その他、市内の高齢者の居住の安定の確保に関し必要な事項 
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●市内における高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-8 障害者保健福祉ひの 6 か年プラン（障害者計画）の概要 

 

【住宅に関係する施策と主な事業】 

 Ⅴ 暮らす 

【基本目標】 

   地域で安心して暮らせるようにします 

 

  ①安心して住む 

障害のある方が、自ら生活する場や必要なサービスを選択し、身近な地域で周囲の人々と

関わりながら暮らしていけることが求められています。障害のある方が、地域で安心して住

み続けていくために多様な住まいの場が地域には必要です。 

また障害のある方が地域で生活をすることについての地域住民の理解や、身近な地域で安

心して受診できる医療体制、医療的なケアや相談、在宅でのサービスが受けられるしくみが

必要です。 

日野市では、多様な住まいの場の整備に引き続き取り組むとともに、地域での安心した生

活を支援するしくみづくりに取り組みます。 
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表 4-9 第 3 期日野市障害福祉計画（障害福祉計画）の概要 

 

【住宅に関係する施策と主な事業】 

 ４．地域生活支援事業の実施に関する事項 

 （1）相談支援事業 

  （1-4）住宅入居等支援事業 

公営住宅又は民間賃貸住宅への入居を希望しているが、保証人がいない等の理由により入

居が困難な知的障害又は精神障害のある方に対し、入居に必要な調整又は家主等への相談若

しくは助言等を行う事業です。 

 

 （3）日常生活用具費助成事業 
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